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ご報告内容

• 原子力関連分野の人材育成の関連情勢（認識）

• 原子力学会の教育に係る対応組織

• 技術士制度との関わり（背景）

• 技術士資格取得の支援の状況

• 学会員のCPD奨励とCPD登録の取組み状況

• まとめ、今後の課題



原子力関連分野の人材育成の関連情勢（認識）

【課題】

• 廃炉、防災対応、放射性廃棄物問題など解決する必
要がある課題が山積

• 社会とのコミュニケーション、分かりやすい情報伝達
のニーズへの対応、リテラシー向上

• 量子線分野を始めとする各種ブレークスルーの可能
性を活かす（ポテンシャルの高い領域）

• 原子力分野志望者の減少傾向

【負の側面】

• 1990年代に相次いだデータ改ざん等の不正問題

• JCO事故、福島第一原子力発電所事故

【正の側面】

• ノーベル賞（レントゲン、キュリー、アインシュタイン、湯川ほか多数）

• 各種科学技術分野への貢献（医療診断、殺菌、検査、加工、エネルギー…）

背後には．．．



日本原子力学会の概要

• 公衆安全を全てに優先させ、原子力・放射線の
平和利用に関する学術および技術の進歩を図り、
その成果の活用と普及を進め、もって環境の保
全と社会の発展に寄与することを目的とする。

• 創立：1959年2月14日

（今年60周年を迎える）

• 会員数：約7000名

常置委員会
・企画委員会
・総務財務委員会
・部会等運営委員会
・支部協議委員会
・編集委員会
・広報情報委員会
・教育委員会
・国際活動委員会
・標準委員会
・倫理委員会
・ダイバーシティ推進委員会
・標準活動運営委員会
・会員サービス委員会

理事会



原子力学会の教育に係る

対応組織と具体的活動

初等・中等教育小委員会

高等教育小委員会

教育委員会

技術者教育小委員会

教科書調査、高校生向け教材資
料作成等～リテラシー

大学、高専等向け原子力カリキュラ
ム、教材作成等～人材確保、基礎
的知識の習得

学会員のCPDの啓蒙、推進

技術士資格取得支援等～技術者、
研究者として、世界へ

【具体的活動】

※様々な場面で各小委員会の活動に係る情報交換、連携を考慮

①原子力、放射線関連領域での正確な知識の普及
②技術者・研究者育成のための高等教育の支援
③技術者・研究者の継続研鑽の機会提供、関連資格取得の奨励
④国際協力・連携（教育資源の活用、新興国教育支援）
⑤情報公開、広く意見・批判を傾聴⇒活動の継続的改善



技術士制度との関わり（背景）（１）

2001年11月、日本原子力学会から技術士試験における技術部門見直
し中の文科省へ「原子力部門」設置を要望

1990年代末、続出した原子力関連不祥事・事故
✓ 1997年 国内原発での溶接焼鈍記録（の温度）の改ざん発覚
✓ 1998年 使用済み核燃料輸送容器データ改ざん発覚
✓ 1999年9月 MOX燃料製造データ改ざん発覚
✓ 1999年9月30日 JCO施設臨界事故発生

2003年6月、科学技術学術・審議会より文科省に、技術部門見直しの
検討結果として、原子力・放射線部門設置を答申

近年の原子力システム関連のトラブル・不祥事の発生と社会環境の変化を
考え合わせたとき、従来からの国や組織としての安全性等の担保に加えて、
技術者一人一人が組織の論理に埋没せず、常に社会や技術のあるべき姿
を認識し、意識や技術を常に向上させていく仕組みが必要である
Ref. http://www.engineer.or.jp/c_topics/000/000121.html

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu0/shiryo/attach/1331978.htm

http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu0/shiryo/attach/1331978.htm
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu0/shiryo/attach/1331978.htm


技術士制度との関わり（背景）（２）

2004年 技術士資格に原子力・放射線部門設立

2011年3月11日 東日本大震災、東電福島第一原子
力発電所事故

科学技術・学術審議会答申（2003年6月）の要点

✓ 原子力システム関連のトラブル、不祥事の発生と社会環境の変化⇒これまで
の国や組織としての安全性等の担保にあわせて、技術者一人一人が組織の
論理に埋没せず、常に社会や技術のあるべき姿を認識し、意識や技術を常に
向上させていく仕組みが必要であるとの結論

✓ 事業体と社会とのリスクコミュニケーション等において、社会から信頼される個
人としての技術者の存在が不可欠

✓ この新たな仕組みとして、原子力技術関係者が、技術者倫理を始めとした技術
者に必要な事項を審査するとともに、継続的な能力開発が求められる技術士
の資格を取得することが、効果的。

CPDが求められる



技術士資格取得の支援の状況について（１）

• 社会から求められる技術者像との整合

• 技術士資格の部門設立へ原子力学会が関与

【背景/主旨】

技術者倫理～安全文化
公益確保、問題解決
最新技術～継続研鑽
コミュニケーション、リーダーシップ・・・



技術士資格取得の支援の状況について（２）

【技術士試験問題の例】

https://www.engineer.or.jp/c_categories/index02022240.htmlより引用

• こういう問題が解決で
きる人材が必要。

• 人材育成に言及した問
題も。

https://www.engineer.or.jp/c_categories/index02022240.html


【技術士制度・試験講習会】

技術士資格取得の支援の状況について（３）

• 技術士制度の概要、試験で問われ
ること、受験勉強等について、技術
士からの体験談の講演、受講者の
置かれている環境や専門分野など
を踏まえた相談会を実施

• 講師、相談者は技術士のボランティ
ア（直近の合格者中心）

• 参加費無料。ここ数年は、参加者
数は、数十名程度。

2010年度～（9回実施）

【主旨説明】原子力学会として技術士資格取得の支
援をしている主旨（～取得を目指すことで業務のレ
ベルアップ、研鑽につながる）、受験者への期待な
どのメッセージ

http://www.aesj.net/gijyutsushiより

http://www.aesj.net/gijyutsushi


技術士資格取得の支援の状況について（4）
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その年（前年度）の講習会受講者数

• 近年、講習会の参加者は初期のころに比べて増加

• 詳細な分析は未実施だが、上記実績及び後段の試験解説への
問合せ状況から一定の効果があるものと評価

技術士試験が本年度から見直されており、その対応を検討し、活動を継続する予定

【合格者数と講習会参加者数の関係】



技術士資格取得の支援の状況について（5）

【試験解説】

• 過年度の試験問題について、
①解答に必要と思われる情報収集
②過去の出題傾向の分析
③解説作成、HP掲載。

• 対応は、技術士のボランティアによる
※試験問題は、原子力・放射線に係る
様々な分野に及ぶ。数か月から半年
程度の期間を要するのが現状

・2004年～原子力eye誌
・2012年～学会HP

http://www.aesj.net/gijyutsushiより

⚫ 関連企業の得意分野を考
慮した協力体制整備

⚫ 早期公開に向け取組み継
続中

http://www.aesj.net/gijyutsushi


学会員のCPD奨励とCPD登録の取組み状況（１）

2008年5月より「日本原子力学会CPD登録システム」を運用
✓ 日本技術士会の登録システム流用
✓ 5年間試行後、継続再判断が前提

2002年日本工学会のCPDの議論に参画
✓ 原子力教育・研究特別専門委員会にCPD-WGを設置

2009年利用者数、登録件数伸びず、システム運用停止
✓ 利用実績： ９名(実数)， 延べ５９８件

× 会員への周知・理解
浸透・啓発不足

× インセンティブがない
× 既存のフルスペック

自己申告システムの
流用

【失敗の原因】

2012年度、教育委員会が小委員会制に移行
✓ 技術者教育小委員会を設置
✓ 「原子力関係技術者の継続的教育」、「資格認定」がミッションに
✓ CPD再構築に向け、活動を開始。日本工学会CPD協議会にも同小委から委員を派遣

2015年10月、「太陽政策的CPD」により登録を再開
✓ 技術者教育小委員会の｢家内制手工業」（担当者手作業、簡易プログラム）で見切り発車



学会員のCPD奨励とCPD登録の取組み状況（２）

太陽政策的ＣＰＤとは？
✓ 原子力学会内の、各種委員会、部会、連絡会等の主催
する教育的行事のいくつかを、教育委員会推奨CPDプロ
グラムとして選定

✓ 教育委推奨CPDプログラムに参画した学会員（登録希望
者）の実績を、自動的にCPD登録し、「CPD実施証明書」、
「CPD実績登録証明書」をメール送付

✓ 会員側には一切手間がかからず、証明書が手元に届く⇒
太陽政策

✓ 目的は、あくまで、「CPDという考え、仕組の普及啓発」



学会員のCPD奨励とCPD登録の取組み状況（３）

HP、メーリング

リストを通じて
CPD登録制度
を広報

（登録制度の
認知度向上）

CPDの趣旨の

共有により、学
会員の研鑽へ
の取組みを奨
励



学会員のCPD奨励とCPD登録の取組み状況（４）

• 登録者数は前回停止したと
きを上回った。

• 部会等の企画関係者を中心
に一定の認知がある。

• 登録数の増加に伴う負担増

• ネットワークセキュリティによ
る送信可否問題の顕在化

◇ 2019年３月時点での実績
・登録者数：455名
・登録件数：延べ690件



学会員のCPD奨励とCPD登録の取組み状況（５）

【実施証明書の送付】

当該プログラムのみ
でなく、過去の受講
歴をリストで表示。
自己研鑽の管理と
計画的研鑽が可能
となるよう配慮

• 学会員を対象に
登録希望者に実
施証明書を送付。

• 研鑽の姿勢を社
内でアピールして
もらうことを考慮。

• 現時点でポイント
制などによるメ
リット（インセン
ティブ）等の設定
はない。



まとめ、今後の課題
◆ 原子力学会では、技術士資格取得と学会員のCPD登録を
軸として活動を継続中。

• 技術士資格取得に一定程度貢献
• ２０１５年度に再開した「太陽政策的」CPD登録に関する認

知度は徐々に向上しているが継続した取組みが必要と評
価

 これらの活動継続のためには、対応者（CPD登録担当、技術士ボラ

ンティア）の負担軽減対策が必要（ネットワークセキュリティを含めた
ハード・ソフト両面の整備、運営に係る人的資源の確保（体制整備）、
登録者による自己申告の取入れ等）。

 CPDのステップアップのためには、インセンティブの付与、各分野で
求められる資質・能力（人材像）とCPDプログラムのマッチング、それ
らを考慮したCPDプログラム推奨基準やポイント計算の精緻化等の
検討が必要。

 日本工学会CPD協議会、原子力人材育成ネットワーク（実務段階分

科会）、技術士会等との連携・協力（他学協会での開催イベントに参
加した場合の登録対応の検討を含む）


